
指定管理者による管理運営の実施状況報告

１ ： 福岡県立スポーツ科学情報センター

２ ： アクシオン福岡プロジェクトチーム

３ ： 令和５年４月１日～令和10年３月31日

４ ：

５ 管理運営についての点検結果（令和５年４月１日～令和６年３月31日）

（１） ：

（２） ： 別添のとおり点 検 結 果

指 定 管 理 者 名

施 設 名

事業報告書、現地確認・ヒアリング等をもとに、指定管理者による管理運営の実施状況の点検
を行った。

点 検 方 法

県民の体育・スポーツの普及振興を図り、併せて健康増進と福祉の向上に資するため。施 設 設 置 目 的

指 定 期 間
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①管理運営状況総括表

管理運営の概要

・年間を通じて計画的に全国・九州・県内全域の各種スポーツ大会やイベント等を実施するとともに、一般県民のスポーツ
活動や学校体育の充実に関する研修会等への施設提供を積極的に行うことにより、適切な管理運営を行った。

・スポーツ指導者の養成、資質の向上を図るための研修会の実施及び体育・スポーツに関する情報提供を積極的に行った。

・県が実施する選手強化推進事業に、施設提供や国体参加競技の戦術分析等により積極的に支援した。また、ジュニアアス
リートの発掘・育成を行うタレント発掘事業等を実施するなど、県の実施する選手強化を支援した。なお、タレント発掘事
業の修了生からは東京オリンピック・国際大会出場者や全日本大会優勝者が出ており、取組の成果が現れている。

・総合型地域スポーツクラブの活性化事業等により、地域スポーツの充実・発展を支援した。

・関係機関等と今後の施設のあり方を検討の上、障がいがある方でも施設を利用しやすいよう、点字ブロックの増設等を実
施した。

②施設利用及びサー
ビス向上

○施設設置目的達成のために現有資源を有効活用するとともに、
関係機関との連携を図りながらスポーツによる豊かな県民生活の
実現を図る。

○子ども達が多くの競技・種目に触れることのできる機会を提供
する。

○利用者の立場に応じ、常に工夫、改善を行う。

○施設利用について、関係団体や関係組織、周辺市町村や企業と
連携の上、意見交換を実施し、サービスの改善と利用促進に取り
組む。

○アンケート等を実施することにより、利用者ニーズの把握や
サービス向上について充実改善を行う。

・令和５年度利用者数368,407人
（対前年度比132.8％、令和４年度利用者数277,359人）
（対令和元年度比100.6％、令和元年度利用者数366,199人）

・10月にアクシオンフェアを開催し、サッカー元日本代表 坪井 慶介 氏 によるサッカー教室やパラスポーツ体験会、タレ
ント発掘事業体力測定会、トレーニング室無料開放等を行い、県民の体育・スポーツの普及振興を図った。
（参加者：延べ1,109人）

・世界水泳選手権2023福岡大会のメダルや垂れ幕、令和６年度全国高等学校総合体育大会に関する展示等を行うことで、県
民の体育・スポーツに対する興味・関心の向上を図った。

・県スポーツ協会や各種目の競技団体、学校、行政機関等との連携を積極的に行い、県内大会を中心に施設利用を促進し
た。

・トレーニング室利用者に対して専門的な観点から、利用に関する情報提供や相談を実施した。

・県民のニーズに応じたスポーツ教室（ピラティス、ジュニアダンス等31コース）を年間を通じて計画的に行うとともに、
Instagram等を活用した積極的な広報や無料体験教室を実施することで、多くの県民へスポーツ活動の場を提供し教室参加
者の増加を図ることができた。(令和４年度1,710人、令和５年度1,897人）

・市町村やスポーツ団体等へのニュースポーツ用具の貸出（37件）を行った。
　
・近隣の市町村（須恵町、篠栗町、志免町）や企業の福利厚生団体等と利用協定（利用者に対する減免措置）を締結するこ
とにより、利用者の増加を図った。

・休館日や開閉館時間において、学校の夏季休業中等は休まず開館するなど、利用者ニーズに応じた柔軟な対応を行い、利
用者の利便性の向上を図った。また、利用者に対するモニタリングやアンケートを実施し、より県民のニーズに応えられる
よう改善するなど、サービスの向上を図った。

・休館日を活用し、定期的にサービス、マナー研修等の職員研修を行い、公共の体育・スポーツ施設の職員として利用者に
適切に対応できるよう資質向上を図った。

・ホームページ（ふくおかスポネット）やLINE、Instagram、YouTubeを通じて多くのスポーツ情報（館内情報、アクシオン
スクール、イベント、医科学、指導者等の情報）を県民に発信した。(年間HPアクセス456,724件）

大項目 事業計画（取り組みや改善の内容等）

①公共性（公益性）
の確保

○県の方針に沿った各種施策を展開する。

○本県体育・スポーツ振興の中核施設としての施設の設置目的を
踏まえた管理運営を行う。

○国、県、関係団体と連携した事業展開を行う。

○公共性を担保し、利用者の利便性を高める運営を行う。

○様々な立場･目的を持った全ての利用者に対応できる環境や機会
が提供できるよう利用者の視点に立った管理運営を行う。
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管理運営の概要大項目 事業計画（取り組みや改善の内容等）

・利用料金収入：目標額46,000千円　実績額40,653千円（対前年度比119.3％、令和４年度34,064千円）
               （対令和元年度比97.5％、令和元年度41,712千円）

・事業収入：目標額14,653千円　実績額15,247千円（対前年度比110.4％、令和４年度13,812千円）
            （対令和元年度比107.1％、令和元年度14,241千円）

・指定管理料：150,867千円（対前年度比105.4％、令和４年度143,204千円）

・節減に努め効率的な施設運営を行っているが、気温上昇に伴い冷房使用期間が長くなり、冷却水を多く使用する必要が
あったことから、水道使用料が増加した。
  (電気使用料　対前年度比86.7％、水道使用料　対前年度比135.4％)

・嘱託、非常勤職員の活用により、人件費抑制を図った。
   (県派遣職員：２名、臨時職員：２名、指導員（非常勤）：７名配置　　非常勤等の割合81.8％ ）

・バナー広告の誘致に努めた。

・休館日に職員全員で敷地内の草刈等の環境整備に取り組むなど、コスト削減に努めた。

・利用者に対しトレーニングやスポーツ医事・健康体力相談等に関する指導助言を行うために、保健体育科教員免許所持
者・体力テスト判定員だけではなく、専門機関との連携等により専門スタッフ（医師、看護師、健康運動指導士、管理栄養
士等）を配置している。

・県派遣職員：２名、指導員（非常勤）：７名配置

・応急手当普及指導員によるAEDを用いた心肺蘇生法等救急法に関する講習を受講させるなど、安全に対する職員の資質向
上を図るとともに、年間２回の避難訓練を実施するなど、災害や事故等発生時の適切な体制整備に努めた。

・定期的な施設設備の安全点検や法定点検の確実な実施により、不備箇所の改善等を行うことで適切な安全管理に努めてい
る。

・損害保険に加入することにより、不測の事態に対応できる体制をとっている。

【総合コメント】

Ａ＋ （提案内容を上回った）

Ａ （提案内容をやや上回った）

〇 Ｂ （概ね提案内容どおり）

Ｃ （提案内容をやや下回った）

Ｄ （提案内容を下回った）

○体育・スポーツの振興や利用者のニーズに十分に応える観点か
ら、専門スタッフを配置する。

○教育的配慮に基づいたスポーツ指導や事業実施のため、県から
の正規派遣職員を配置する。

○利用者に対し、安全なスポーツ活動等の実施を適切に指導でき
る体制を整備するとともに、災害や事故発生時に適切に対応でき
る救急体制を整備する。

○安全な施設管理を行うための体制を整備する。

④職員確保方策及び
　健全な財政基盤

⑤施設管理上の個別
事項

②点検結果

・利用者数及び利用料金収入については前年度と比較し改善しており、利用者数については、コロナ禍前まで回復することができた。

・Instagram等を活用した積極的な広報活動や有名なスポーツ選手を招へいしたスポーツイベント（アクシオンフェア）の開催等、新規利用者の獲得及び利用料金収入の増に
努めている。

・学校体育の充実、競技スポーツ及び生涯スポーツの振興に関して、スポーツ科学情報センターに対するニーズや役割は年々増している中で、各競技団体等と連携して事業を
実施したり、各種大会を積極的に誘致したりと、県民の様々なスポーツ活動に寄与している。

・利用者に対するアンケートなどを実施し、ニーズに応じた改善を行うなど、常にサービス向上に努めている。

③経営（収支）改善

○県民のスポーツ実施に対するニーズに応える各種教室の実施
や、県内のみならず、九州、全国大会等を積極的に開催すること
などにより、利用料金収入の増に努める。

○利用者への良質なサービス提供を維持しながら、節電、節水
等、光熱水費の削減に努める。

○嘱託、非常勤職員の活用により、人件費抑制を図る。
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